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平成 27 年度 横浜市市民活動支援センター（運営事業）中間振り返り 
事業実施団体名 

特定非営利活動法人 市民セクターよこはま 

事業概要 

市民公益活動に関する次の事業。 
①相談事業  ②情報の提供・発信事業  ③各区の市民活動支援センター支援事業 
④市民活動マネジメント支援（会計、労務講座等） ⑤多様な主体間のネットワーク構築事業 
⑥共同オフィス事業  ⑦横浜市市民活動支援センターの管理事業 

進捗状況（詳細は、別添 団体発表資料参照） 

○施設管理事業 

 ・上半期来館者数：26,057 人（平成 26 年度比 約１割増） 
○市民活動マネジメント支援事業 

 ・よこはま NPO 会計塾 初級編（全３回中３回開催：参加者のべ 116 名） 
 ・よこはま NPO 会計塾 中級編（全５回中３回開催：参加者のべ 78 名） 
 ・Pro NPO（全６回中３回開催：参加者のべ 67 名） 
 ・NPO 法人設立講座の開催（２回開催：参加者のべ 30 名）【市民活動支援課と共催】 
○ネットワーク構築事業 

 ・「介護保険改定に伴う地域支え合いのしくみ再構築」をテーマにプレ情報共有会を開催 
 ・パートナーシップミーティングの開催 （参加者 89 名）【神奈川県との共催】 
○各区の市民活動支援センター支援事業 

 ・支援センター職員新任者研修（参加者 15 名） 
 ・中間支援力アップ研修（参加者 26 名） 
 ・支援センター・地域振興課職員対象のネットワーク会議の開催（３回開催：参加者 73 名） 
○情報の共有・発信事業 

 ・animato 15 号「おじさん生き生き大作戦」発行（15,000 部） 
 ・メールマガジン「アニマートピコ」の定期発行 
 ・ノウハウペーパーの発行 
○共同オフィス事業 

 ・入居団体の紹介パンフレット作成 
 ・オープンミーテの開催（２回開催） 
○自主事業団体との連携および協力 

 ・自主事業団体との意見交換会の実施及び自主事業への参加 
 ・情報誌 animato において自主事業の紹介 
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主な意見交換内容 

（委員）「利用者数の増」はどのような要因によるものだと考えるか。 

（市民セクターよこはま）セミナールームの利用抽選に落選した団体に対して、ワークショッ

プ広場の利用を案内したり、ギャラリーコーナーの使用を勧めたりといった小さな積み重

ねが実を結んだ結果だと考えている。 
 
（委員）「市民活動マネジメント支援事業」について、様々な講座をきめ細かく実施していると

思うが、内部でどのような評価・判断をしているのか。 
（市民セクターよこはま）総合的な講座の組み立ては、市民活動支援課と協力して考えている。

個々の講座内容については、会計講座や労務講座の講師などと講座終了後のアンケート結

果の振り返りや税理士や社会保険労務士の専門家と情報交換を行い、よりニーズに合った

支援を行えるようにしている。 
 
（委員）各区の区民活動支援センターが中間支援力をつけていく取り組みの成果は見えている

のか。 
（市民セクターよこはま）各区の区民活動支援センターと地域振興課の職員を対象としたネッ

トワーク会議にはかなりの手ごたえを感じている。 

   他区での活動を共有できる貴重な機会となっているとともに、ワークなどを通じて、会

議に参加している職員からたくさんのアイデアが出て、一体感を持った運営ができている

と感じており、区民活動支援センターが中間支援組織であるということが職員にもしっか

りと浸透してきているのではないかと思っている。 
 

（委員）各区に区民活動支援センターができたときに、市民活動支援センターとどうやって連

携していくかが課題だったが、ネットワーク会議という、市の情報と区の情報を共有する

良い解決方法を見つけていただいた。今後も良い循環で支援を続けていただきたい。 
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管理運営：認定ＮＰＯ法人市民セクターよこはま 

Ⅰ．2015年度（平成 27年度）事業のねらいと方向性 

テーマ 1. 
個々の市民活動団体が「解決したい問題・課題」に向き合えるよう、ネットワークづくりや運営基盤強化につな

がる場を多様に設けるとともに、新たな社会課題やその解決に取り組む団体の情報を発信します 
2014年度、市内約 1400の NPO法人を中心に「課題解決取り組み調査（アンケート）」を実施しました。 
310団体から回答があり、この横浜にどのような社会問題や課題があり、市民活動団体はその解決に向けて 

どのような取り組みをしているのか、具体的に知ることができました。今後４年間の事業運営の基礎データとなります。
ご協力いただいた団体のみなさまに深く感謝いたします。 
そこで明らかになった問題・課題について根本的な解決につながるよう、市民活動実践者や所管する行政セク 

ション、テーマごとの中間支援機関、関連する企業、大学研究者など、マルチステークホルダーで、「協働型の学び
合いの場をつくる」ことに取り組みます。 
また調査や事業を通じて出会った方々から、どのように考え、どう取り組めば難しい社会課題の解決につながるの

か多くの知恵をいただいています。それらを情報紙アニマートやホームページ、メールマガジン、ギャラリーコーナー、ノウ
ハウペーパーなど、多様な方法で発信していきます。 
さらに 2015年度は、横浜市ボランティアセンター（横浜市社会福祉協議会）との協働事業を開始し、相互 

補完による相乗効果で、より高い事業成果を目指します。 
  テーマ 2. 

各区の支援センターとの相互支援事業の次のステップとして、市民活動や地域活動支援の具体的な知識・
支援スキルを学び合う取り組みに力を入れていきます   

2014 年度、各区の地域振興課職員（支援センター担当）および支援センター職員とともに開催したネット
ワーク会議では、ＮＰＯ法人や著作権についての研修を行い、また各区の支援センターがスキルアップしたいテー
マである、団体支援、施設間連携、地域支援、センターＰＲについて分科会を設けて相互に学び合いました。
2015 年度はさらに具体的な市民活動や地域活動の支援方法などについて総合的に学び合っていきたいと考え
ています。 
これにより、18 区の支援センターも市民活動支援の専門性を高められるようさまざまな取り組み・働きかけを行

います。 
  テーマ 3. 
     団体設立準備中、設立から数年など、運営に慣れていない団体を力強くサポートします 
       当センターと同じビルの 7F には市民局市民活動支援課があり、NPO 法人の認証・認定・指定も業務のひと

つとなっています。相談や NPO 法人設立講座を連携して行う中で、特に立ち上げ時期にありがちな課題が見え
てきました。 例えば、NPO 法人になることが目的化して、NPO が社会に果たす役割や意義などについて十分に
理解する機会がない、経理や労務の基礎の基礎から学ぶ必要がある、ミッション実現と団体継続のバランスのとり
方の具体策がわからない、などがあげられます。 
そこで、2015年度はこれらの団体向けに体系的な学びの機会をつくり力強くサポートします。 

2015（平成 27）年度 横浜市市民活動支援センター事業計画書
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Ⅱ．個別の事業計画 

１．相談事業 ～組織基盤づくり（基礎体力向上）を意識して取り組む～ 

     地域や社会において様々な課題がある中、課題の解決に主体的に取り組む市民活動や地域活動団体の力は、
ますます欠かすことができません。 

     一方、横浜市内では多くの市民活動団体が活動していますが、立上げ後で運営に慣れていない団体、活動を継
続していてもまだ運営が安定していない団体も多くあります。 
そこで、立上げ中の団体も含め、運営基盤の強化を必要としている団体に対して、組織の基盤づくり（基礎体力

向上）につながる相談事業に取り組んでいきます。 
 

実施すること 
１）解決につながる情報の蓄積とホームページ等での発信  
相談対応の記録は、整理・蓄積することで、貴重なデータベースになります。それらのデータベースをスタッフ間で

共有することで、日々の相談対応に活かすとともに、こちらからの情報発信にも取り組んでいきます。とくに、法人
事務・団体運営に取り組む立場から、その時々に応じてどのような事務や活動を行っているかを適宜、当センター
のホームページに掲載することで、他の団体の運営に参考となるような情報を発信していきます。 

 
２）専門的な内容に関する相談に対応できる体制づくり 
団体運営に関する相談として受けることが多い、会計に関しては、会計塾の講師の方々とのミーティングなどを

通じて、相談ケースの共有・検討を行うことで、会計に関する相談を受けたときに必要な知識をスタッフ間で蓄積
していきます。 

 
３）専門家との情報交換会【新規】 
支援センター事業に関係している税理士、社会保険労務士、弁護士といった専門家に集っていただき、市民

活動に関わる事柄を情報交換する場を設けます。各人の知りうる知識・情報を共有し、相談事業や後述の市民
活動マネジメント支援事業に活用していきます。 

 
４）市民活動支援課 NPO法人認証班との連携  
市民活動支援課 NPO法人認証班と連携し、役割分担をしながら、NPO法人の相談に重層的に対応しま

す。具体的には、NPO法人認証班と情報交換会を実施し、互いの相談力アップにつなげます。 
 

5）認定・指定 NPO法人を目指す団体への対応 
認定・指定 NPO法人を目指す団体への申請に向けた実務支援については、個別性が高いので、後述のアド

バイザー等派遣（８頁参照）で対応していきます。 
また、市民活動支援課による「そうだ！NPO に聞いてみよう！（市内の認定・指定 NPO法人による相談窓

口）」を活用し、現場で活動している方たちと相談者を結びつけることで、現場の方たちの実践経験に基づいた
考え方や具体的なノウハウに触れる場としていきます。 
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６）団体運営に関する基礎講座の開催 ～相談のきっかけづくりとして～ 【新規】 
立上げ中・立上げ後の団体や、まだ運営が安定していない団体の方々が相談に来られるきっかけになるよう、

団体運営に関する基礎講座を開催します。「団体理念と事業計画・報告」「（総会に向けた）NPO の法人事
務」のように、団体運営の基礎になる部分をテーマにして講座を開催することで、団体の運営基盤強化につなげる
とともに、講座参加者の活動や運営状況を伺いながら、気軽に相談できる関係づくりをしていきます。 
（講座の詳しい計画内容は 7頁参照） 
 

２．情報の提供・発信事業 ～ 社会課題やその解決のための取り組みを広める ～ 

2015年度は、すべての情報提供・発信ツールで、2014年度に実施した調査（アンケート）で見えてきた新たな
社会課題やそれに取り組む活動紹介を行っていくことに努め、「課題解決につながる活動の見える化」をより進めます。 

 
実施すること 

1）情報紙アニマートの発行    
2014 年度に実施した調査（アンケート）から見えた、新たな社会課題や地域課題の解決に向けて活動す

るユニークな取組を紹介します。事例とともに、専門家の俯瞰的・専門的な意見も掲載し、活動の社会的背景
について理解しやすくなるよう工夫し、活動に応用できるよう関連情報も紹介します。 
また、企業と NPO の協働のように、セクターを超えた取り組みについても、引き続き意識して取り組みます。 

 
・年 3回発行します。 
・特集テーマについては、2014年度の調査（アンケート）から見えた市民活動団体にとっての関心ごとと、今後
重要になると思われるテーマを視野に入れて検討します。 
・市民活動支援課や地域活動推進課などと連携し、行政情報を活用する紙面を目指します。 
・各号でメイン担当を変えて作成することで、各号に個性を持たせることと、事前準備と発行後の活用（連動イ
ベントの企画等）に時間をかけることで、情報の拡がりとネットワークの充実を図ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2）ホームページ の運営 

情報紙アニマート中面の例 
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・トップページの「最近のセンター」のコーナーで当センターの生きた情報を写真と共に掲載し、動きのある HP を心
掛けます。 
・2014年度に実施した調査（アンケート）や調査結果に基づく関係者へのヒアリングで見えてきた新たな社会課
題やそれに取り組む活動紹介を発信します。 

 
3）「メールマガジンアニマート！」(「ハマセン！」から名称変更)の運営 
・月に 1回、助成金情報、ボランティア・イベント募集情報を発行します。 
・掲載依頼のあった情報のほか、当センターでピックアップした情報などを掲載します。 
・引き続き名刺交換した方を積極的に登録し、登録数を増やします。 
・各区の支援センター職員が登録しているメーリングリストにも転載し、情報を共有します。 

 
4）ギャラリーコーナーの運営 
日常的に当センターの情報発信ツールとしても活用し、常にギャラリーに情報があるようにします。また、そうするこ
とで情報発信ツールとしての認識をもってもらえるよう心がけます。 

 
5）「ズ～ミーの zoomy in！」の運営 
館内に設置した当センターのイメージキャラクター、「ズ～ミー」のパネルの首からボードを下げ、そこに横浜における
社会的な課題の実情（調査（アンケート）で見えてきた新たな社会課題やそれに取り組む活動紹介も含
む）や、その日の新聞から気になる情報を切り抜き掲示します。次の情報に入れ換える際には、外した情報は、
ファイリングして今後の相談や事業企画の参考にします。 
 

                         

 
6）NPO法人事業報告書閲覧コーナーの運営 

NPO法人を所轄する市民活動支援課と連携し、NPO法人から毎年提出される事業報告書等を閲覧コーナ
ーで公開し、市民の方が、NPO法人の活動に対する関心を持つ機会を広げます。 
また、見たい団体がはっきりしていない、自分の活動に参考になりそうな団体を探しているといった人向けの「探し
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方のコツ」を掲示することで、探しやすいよう工夫し、相談にもつながりやすくします。 
 

7）図書コーナーの運営 
図書コーナーのレイアウトを変更し、書籍の充実と手に取ってみたくなる書棚づくりを行います。市民活動や社会

活動に興味を持ったり、自分たちの活動に活かしたりするきっかけを作ります。 
 

8）「市民活動お役立ち情報」・「センター活用術」の配架 
～ ノウハウペーパーを作成・配架、相談資料にも活かし、各区の支援センターとも共有 ～ 

2014 年度作成を開始したノウハウペーパーの充実を目指します。講座やイベント後に、市民活動団体が活用
できそうな情報をA４程度の紙媒体にまとめて、センター内に配架します。こうしたノウハウペーパーをセンター内に配
架することで、インターネットをあまり利用しない特にシニア層にも伝わりやすくなります。また各区の支援センターとも
共有し、相談対応力アップにつなげます。 

 
（今後の作成予定） 
市民活動お役立ち情報：「近隣の市民活動向けオフィス＆活動場所」 

「各種相談窓口」「NPO法人設立に向けての手続き」等 
センター活用術：「近隣ランチ・郵便局・ポスト情報」等 

 
9）メディアの活用 
新聞や中間支援組織のホームページなど、さまざまな情報発信の媒体を活用し幅広い人に情報を届けます。 

                               
 

３．各区の市民活動支援センター支援事業  ～地域支援力・中間支援力を相互に高める～ 

2013年度から始まった各区の支援センターが情報共有を行うネットワーク会議を通して、支援センター職員同士、
共に学び合う仲間としての意識や、一緒に地域支援に取り組もうという意識が醸成してきていると思われます。今年度も
引き続き、各研修を通して、今後ますます各区の支援センターに求められる地域支援力・中間支援力の向上を目指し
ます。 

   また、2015年度は地域振興課職員のみが参加するネットワーク会議も実施します。そこでは、市民の力を育み、活
かす支援センター運営の方策を検討します。 

 
実施すること 
１）各区の支援センターの地域支援力・中間支援力向上を目指した伴走支援（通年・希望区） 

 
・ 施設間連携のための伴走支援 

青葉区で実施します。区の支援センターがコーディネーター役となり、区内の区民利用施設が連携・協働し、
地域の担い手づくり等に取り組んでいけるよう、情報交換会や連続講座、ワークショップ等の実施を支援します。
実施にあたっては、引き続き区役所内の関係部署と区の支援センターが連携して実施できるように働きかけます。 
・ 上記「施設間連携のための伴走支援」対象区へのオブザーバー参加の機会の提供 
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今年度、伴走支援を希望しない区や他区の取組に関心を持つ関係者に対して、オブザーバ参加による学びの
機会を作ります。 
・ 上記「施設間連携のための伴走支援」事業の報告会の開催 
全区の地域振興課および支援センター職員を対象に「報告会」を実施し、他区への波及効果を期待します。 
 

２）各区の支援センターの持つノウハウを共有し、一緒に考えるネットワーク会議の実施 
18区すべての支援センターと地域振興課職員が参加するネットワーク会議を、年４回実施します。全体会で

は、18区共通で知っておきたい情報を共有し、後半の分科会ではそれぞれが関心のあるテーマごとに分かれて、
年間を通じて情報共有と議論を実施し、そのテーマについて深く考えます。 
今年度はまた、18区の地域振興課職員のみが参加するネットワーク会議も 1回実施します。そこでは、少し

長期的な視点でセンター運営について考えます。 
 

【18区の支援センター職員と地域振興課職員向けネットワーク会議のプログラム案】 
・ 1回目～2回目は、前半と後半に分け、前半は全体情報交換やプチ研修をする場とし、後半はテーマに分

かれた分科会を行います。3回目は、それぞれ分科会ごとのテーマに合った施設を見学に行き、4回目には
各分科会の成果報告会を実施し、成果を共有します。 

・ 分科会で扱うテーマ案としては、事業展開ガイドラインでも取り上げられている「団体支援」「施設間連携」
「地域支援」等で、参加者の意見も含めながら決定します。 

・ それぞれのテーマについて、1回目は「まちの先生」2回目は「PR」といった各区の支援センターにとって身近な
切り口や視点から考えます。また、3回目にはそれぞれのテーマを有効に実施している施設にヒアリングにい
き、そこでの取り組みを元に話し合いを実施します。 

・ 特に全体で共有したほうがよいと思われるものについては、年度末に更新を行う市民活動支援センター運営
Q&A集に反映させ、各区の支援センターの運営に役立つノウハウの蓄積を図ります。 

 
3）中間支援力アップ研修【新規】 

各区の支援センター職員並びに地域振興課職員と共に、各区の支援センターに求められる中間支援力につ
いて考え、そのためには「当事者の声を聴くこと、団体活動の現場に行き、活動を体験し、話を聞くこと。」に取り組
むよう働きかける研修を実施します。 

 
 

４．市民活動マネジメント支援事業 ～運営に慣れていない団体を力強くサポート～ 

立ち上げ時期にありがちな課題としては、例えば、NPO 法人になることが目的化して、NPO が社会に果たす役割や
意義などについて十分に理解する機会がない、経理や労務の基礎の基礎から学ぶ必要がある、ミッション実現と団体継
続のバランスのとり方の具体策がわからない、などがあげられます。 
そこで、2015年度はこれらの団体向けに体系的な学びの機会をつくり力強くサポートします。 
また、真に力ある市民セクターの構築を目指し、NPO法人等の若手リーダーがつながり合い、相互に高め合っていく

連続講座を実施します。 
実施すること   
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1）NPOの運営基礎講座【新規】 
     NPO全体の基礎体力アップに向けて、団体運営の基盤強化を目的とする講座を新たに開催します。特に、団

体立上げ中や立上げ後で運営に慣れていない、あるいは活動を継続しているがまだ運営が安定していない団体
を対象として、団体運営の基礎に関するテーマを設定します。具体的なテーマは次の２つです。 

 
① 団体理念と事業計画・報告について（年１回） 

        NPO法人の立ち上げを検討している方たちに対しては、すでに市民活動支援課と当センターの協働で「NPO
法人設立講座」を開催しています。これに加え、「具体的に理念や事業計画・報告を作り上げていくための方法
や考え方について学び合う講座」を新たに開設します。内容は NPO法人設立講座で NPO の概要を学んだ後
の演習的な講座になります。 
この講座をきっかけにして、さらに本格的に団体・個人のマネジメント力アップを目指す方には、「プロの NPO を

つくるための 7 の講義」（9P参照）をご案内することで、さらに体系的に学ぶことができます。 
 
② NPO の法人事務について（年１回） 

       NPO に年間通じて発生する事務（総会の開催、会計、会員管理など）をテーマにした講座を開催すること
で、立上げ間もない団体や、運営に慣れていない団体の基盤強化をサポートしていきます。中でも、より専門的
な知識が必要とされる会計・労務管理については、下記２）・４）に記載する会計塾・労務塾にも参加してい
ただくことで、団体運営基盤の基礎をさらに深く身に付けることができます。 

 
２）会計・税務に関する講座（よこはま夢ファンド事業） 
   ※NPO法人税理士による公益活動サポートセンターとの協働事業 

2015年度の「よこはま NPO会計塾」は、会計知識をつけるのはこれからという会計初学者、また会計・経理
担当をしているが活動計算書や税務を学びたいという方を対象とします。 
会計を学ぶにあたり、仕訳や勘定科目の考え方、会計用語などを分かっておくと、より理解が進みます。そこで今

年度は、会計初学者向けとして、簿記 3級レベルを想定した講座を新設します。また、法人税（収益・非収益の
区分）や活動計算書についてなど、NPO法人独特の会計についての講座も昨年度同様に実施します。  

 
【プログラム】  

連続講座ですが、④以降は自分のレベルにあわせ単独受講も可能な組立とします。 

①②③／初学者向け連続講義 「会計の基本のき（仕訳や勘定科目、会計用語等について）」 【新規】 

④／講義 NPO会計の全体を知る 
⑤／講義 活動計算書について 
⑥／演習 活動計算書をつくってみよう （定員 20名） 
⑦／講義 税務手続き その 1－法人税 
⑧／講義 税務手続き その 2－消費税・源泉所得税 

 
※定員 60名（⑥演習のみ 20名）  ※実施回数 8回 のべ参加者数 440名予定 
 

      【講師陣との会計塾振り返りと次年度プログラム検討会】 
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        全講座終了後、講師陣・事務局・市民活動支援課が一堂に会し、2015年度会計塾の振り返りを実施し
ます。受講者の視点、講師の視点、制度の視点をすり合わせ、次年度に向けてより学びの進む講座を検討しま
す。 

 
3）税理士有志との勉強会    

       税理士の中でも実際に NPO法人の会計に関わり、実態を理解している方はまだ少数です。NPO法人の実 
態について知りたいがなかなか関わる機会がない、会計・税務を頼まれているが企業会計しか担当したことがない、 
などの税理士の方の声を受け、ＮＰＯ法人の事例研究や当センター職員の生の話を伝える勉強会を、NPO法 
人税理士による公益活動サポートセンターと協働開催します。 

 
4）労務実践者講座（よこはま夢ファンド事業） 

組織は‘人’からできています。その‘人’が‘いきいきと働ける’職場づくりをめざし、2015年度の「よこはま NPO労
務塾」は、労務管理の基礎を学ぶ講座に加えて、新たに働き方の工夫をしている法人の事例紹介を行う講座を
設けます。 
 
【プログラム】 

連続講座ですが、団体の希望に応じ選択受講可能な組立とします。 

①初めての雇用編 
②規程類の整備編 
③実践事例紹介編（団体規模別テーマ別 例；労働時間管理、情報共有、育成）【新規】 
※定員 30名   ※実施回数 3回 のべ参加者数 90名予定 
 

5）アドバイザー等派遣（よこはま夢ファンド事業） 
希望する団体に対し、税理士や社会保険労務士といった、専門アドバイザーを派遣します。「よこはま NPO会

計塾」や「よこはま NPO労務塾」を受けて得た知識を、実際に組織内で取り入れる際のフォローアップとして活用
できることも、積極的に周知します。また、今までの活用団体にアンケートを実施し、より活用しやすい事業にする
ための材料を集めるとともに、2度目 3度目の活用を提案します。 

 
6）NPO法人設立講座の共催 

市民活動支援課 NPO法人認証班と NPO法人設立講座を共催し、設立の事務手続きの説明の際に併
せて、NPO法人の共通理念と事務の流れを説明する機会を設けます。NPO法人の共通理念を理解していた
だき、よりスムーズに設立の準備と設立後の事務の準備に入れるようにします。 

 

                                                       
 
 

７）プロの NPO をつくるための 7の講義 （第４期）（よこはま夢ファンド事業） 
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第 4期では、「構想力（考え方）」「表現力（伝え方）」「ネットワーク化（関係づくり）」を柱とし、組織・個
人で実施できる社会的課題に対するアプローチ方法や、ニーズを知り、社会のしくみをつくり、育て、守るための方法
について、7回の講座を通じて、受講生同士で学びあい、育ち合える仕組みをつくります。 
今回は、組織のマネジメントと個人のマネジメントを分け、NPO職員としてどのように活動するか、横浜の地域性

を生かしながら自分で考え、行動に移せる NPO リーダーを養成します。 
また、カリキュラムを作る際、地域子育て支援拠点の職員や、次世代を担う NPO スタッフにも企画に参画してい

ただき、より深く受講者ニーズに応えられるカリキュラムを組み立てます。 
      さらに 1期～4期の受講生や講師との交流を目的とした「OG・OB会」も実施し、ネットワークの強化を働きか

けます。 
 

【予定している講義（テーマ）例】 
①NPO で社会と未来をデザインする 
（組織デザイン、NPO として社会課題に挑むための覚悟とは） 

②コミュニケーションをデザインする 
（パブリックリレーションズ編：組織の CI づくりを学びます） 

③コトバをデザインする 
（パブリックスピーキング編：個人のスピーチ・シナリオづくりを学びます） 

④自分をリデザインする 
（過去↔現在から、活動の核を再発見する） 

➄現地見学会：テーマ別分科会 
（市内の先進事例を体感する） 

⑥未来をデザインする 
（社会を変える計画をつくる） 
 
 
 
                              
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

2014年度の講座の様子 
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５．ネットワーク構築事業  ～多様な主体間をネットワークし、課題解決のための相互支援や連携を促す～ 

当センターでは、様々な主体間の「協働」の進化を目指し、マルチステークホルダー・プロセスの手法を用い、問題に関
わる幅広い意味での当事者（直接の当事者・市民活動者・行政・企業・研究者など）が課題解決の対策を話し合
えるようになるための土台となる学び合いの場を、体系的につくることを目指し、2014 年度はＮＰＯ法人を対象とする
基礎調査を行いました。 
そこでわかった社会課題やその解決に向けた取り組みをもとに、問題の共有化と解決に向けた具体的なネットワークづ

くりを開始します。 
 

実施すること 
１）よこはま市民パブリック★スクール開催に向けた企画会およびプロジェクトの実施【新規】 

2014 年度に実施した市内の NPO 法人を対象とした「課題解決取り組み調査（アンケート）」の分析や調
査結果に関するヒアリングと連動させ、よこはま市民パブリック★スクールの企画会議を行います。市民活動団体、
支援機関、企業、研究者等で、社会課題の解決や市民活動団体の基盤整備につながる取り組みについて検
討し、年度後半よりプロジェクトを実施します。 

2015 年度はすでに調査（アンケート）結果から明らかになった「介護保険改正に伴う地域支え合いのしくみ
再構築（仮）」をテーマのひとつに挙げることを検討しています。 
※よこはま市民パブリック★スクールとは 

横浜の社会・地域の課題を共有し、多様な主体のネットワークを育む場です。マルチステークホルダーによる
全体構想や各ゼミの企画づくり、受講生の学び合いなど相互成長の場を多彩に設けます。 

 
２）横浜市の各セクションや中間支援機関・企業へのヒアリング調査 

上記調査で顕在化した社会課題に関わる行政セクションや中間支援機関・関連企業などに対し、課題をどう
捉えているか、市民活動の取り組みについてどのように考えているか、これからの施策や取り組みの方向性などにつ
いてヒアリング調査を実施し、ネットワーク推進の基礎資料とします。 

 
３）市内中小企業と連携した退職予定者に向けた地域活動参加のための合同セミナー【新規】  

※横浜市ボランティアセンターとの共催 
2015年度は横浜市ボランティアセンターとの協働事業に本格的に着手します。中小企業は退職者も少ない

ため、一社で退職後のライフプランセミナーを開催することは困難であることがわかってきました。そこで中小企業の
ネットワーク組織等と連携して、退職予定者を対象とした定年後の過ごし方についての講座を協働開催します。 

    
４）災害時の当センターと横浜市ボランティアセンターの役割・動きについて 

関東圏で震災が起こった際の市民活動団体の連携や当センターの役割について、横浜市ボランティアセンター
など関係する機関と相互補完体制などについて話し合いをさらに進めます。 

 
   ５）パートナーシップミーティングの開催【新規】  ※神奈川県との共催 
       2014年度に協力した、神奈川県主催の企業の CSR と NPO との連携を促すイベントについて、2015年

度は共催で実施します。  
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       神奈川県がコーディネートして積み上げた協働の実践例をさらに共有し、今後の当センターのコーディネートに 
      活かしていきます。 

 
６）つながりのまちづくりフォーラム 2016  ～ 多様な主体の協働によるまちづくり ～ 

課題解決に取り組む自治会町内会や市民活動団体、行政、地域貢献に関心のある企業・大学が集まって、
これからの「まちづくり」や「協働」をさらに実りあるものに進化させる「考え方」や「手法」などを学び合い、活動のヒン
トを得るためのフォーラムを開催します。 
また、実施に向けた検討の場を活用して、横浜を俯瞰的に見たときや未来を予見したときに、関わった団体・機

関が自分達の果たす役割について話し合う機会とします。そのことを通して信頼関係を構築し、企画から実施ま
で協働で行い、学び合いの成果を分かち合います。 
これらのことを通して、これからの市民主体の自律・自立的な課題解決の取組に市民活動団体がさらに力を高

めて関わりを深め、それをさらに行政や関係機関がサポートしていく姿を具体的に描きます。 
 
 

６．共同オフィス事業～学びあい・育ちあいの進む場づくりを目指して～ 

入居する団体同士の学びあい・育ちあいが進む場づくり・自治的な運営をコーディネートしつつ、互いに刺激し合い
高め合う共同オフィスを目指します。またこれまでの共同オフィスの成果を確認し、今後のあり方を検証します。 

 
実施すること 
１）交流の促進 

・ 入居団体「ニーズ調査」を実施し、入居団体が共同オフィス事業に何を求めているのかを十分に把握しま
す。その結果を入居団体と共有しつつ、各団体の個別の支援に活かしたり、共通課題については交流会等
で情報共有します。 

・ 誰でも参加可能な「オープンミーテ（交流会）」を主体的に実施するよう支援します。 
・ 新旧入居 11団体の交流を深め、「オープンミーテ（交流会）」が主体的に積極的に実施されるよう支援

します。 
 

2）広報の支援 
・ 入居団体の紹介パンフレットを発行します。 
・ 団体情報や活動内容に関する広報を支援します。（当センター情報紙発送の際に、入居団体パンフレッ

トや広報チラシの同封。） 
 

3）日常的な相談対応・情報提供 
・ 相談対応や交流のコーディネートを実施します。 
・ 入居団体個々の悩みに応じた日常の相談を強化します。 

 
4）検証（新規） 
共同オフィスが開設されて 12年、当センター内に設置されて６年が経ちますので、この 6年の取組について検証

します。 



 横浜市市民活動支援センター事業計画 

 

- 12 - 
 

７．施設管理事業 ～箱（ハード）としての施設から機能（ソフト）としての施設へ～ 

当施設の来館者数は安定的に推移しており、年間 5万人近い方が利用されています。多くの方が訪れ、活動し
やすく居心地の良い場（ハード面）であると同時に、発見やつながりを得、市民活動の拠点となる場（ソフト面）と
して、場のあり方・利用の仕方を再考します。 
 
【目標】 
・ 年間来場者数：50,000人   
・ ワークショップ広場：公開講座やイベント等の開催で、月 20 コマ以上利用  
・ ギャラリーコーナー：年間 15団体・機関以上利用  

※ 団体利用が無い期間は当センター情報紙アニマート等掲示 
・ 利用者目線に立った接遇：利用者アンケート接遇評価（４段階評価）3.8（前年度 3.6） 

 
実施すること 
１）職員の対応力・接遇力のさらなる強化、業務チェックリストの見直し 

さらなるサービスの向上のために、職員の相談対応力アップにつながる研修を毎月 1回、接遇力アップにつなが
る研修を 3か月に 1回程度行い、よりよいセンター運営を目指します。また業務チェックリストは、これまで同様随
時見直しを行い、漏れのない運営を目指します。 

 
２）場の提供 

利用者にとっての使いやすさ・使い心地よさの視点で、自己評価・利用者評価を実施しながら、下記の点に
ついて引き続き見直し、改善していきます。 
・ 利用者アンケートの実施 
・ ワークショップ広場をより活発に利用いただくよう、活用方法を検討 
・ ギャラリーコーナーは、支援センター情報発信事業と連携し、市民活動に関する情報発信する場として

活用 
・ 「お気づき箱」と利用票のご意見への取組み 
・ センターパンフレット「利用のご案内」の更新 
・ 昨年度の利用者アンケートで要望のあった意見への対応、備品の整備や掲示物の見直し 
・ 施設の利用促進に向けて、センター機能を NPO法人・登録団体・他機関などへ積極的に周知 
・ 館内掲示の充実（センターの機能、イベント開催、お知らせなど） 
・ １階エントランスのホワイトボードを活用し、一目でわかる情報を発信 
・ 整理整頓、清掃の徹底（隔月、全職員で施設内・備品等のクリーニングを実施） 

                                            

いつも花が咲いている館内 
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３）危機管理 
横浜市の防災計画に基づいて、危機管理体制を検討して実地訓練を行います。災害時対応、犯罪・不正

行為への対応に対する職員研修や実施訓練を実施するとともに、防災マニュアル、帰宅困難者一時滞在施設
開設時マニュアル等を見直し、また即時必要となる掲示物等をファイリングし窓口に設置、より的確な対応ができ
るよう整備します。 
日常の危機管理としては、個人情報保護、セキュリティ管理についての危機意識レベルを高位置にキープする

よう、研修のほか全員会議等で意識共有を図ります。万が一事故が起こった場合には、速やかにその原因を究
明し、手順表やチェック表を確認・改訂し、全員に周知、再発防止に役立てます。また施設にかける保険の見直
しを検討し、危機管理体制の整備の一つとします。 

 
 

８．横浜市との協働 ～協働実践・協働支援の拠点となり、ノウハウを伝えていきます～ 
協働を推進する拠点としての自覚をもち、管理運営における市民活動支援課との協働、区役所・区民の方々と各

区の支援センターの協働の側面支援、そして、地域活動推進課や関係課との連携による支援センター事業の実施を
進めます。 
また、こうした協働や協働支援の実践を通して得た経験とノウハウを、各区の支援センターに向けて、研修の機会など

を通して伝えていきます。 
 
実施すること 
１）定期的な会議を開催するとともに、事業ごとに担当者を複数配置し、報告・連絡・相談に漏れや齟齬が生じない

ようにします。 
 
２）市民協働推進部長、市民活動支援課長、係長と当センター運営法人の理事などが参加する組織同士の会議

を開催し、協働の意義や当センターの今後のあり方について意見交換し、共有します。 
 
3）センター運営の深化と進化に向け、当センター機能の見直しや充実の方向性について議論を重ねます。 
 
4）協働の先進事例として自覚をもち、成果を整理し、ホームページなどを通して紹介します。また、横浜市市民協働

条例に基づく協働事業に対する意識を一層醸成する役割を市民活動支援課と連携して進めます。 
 
５）NPO法人の設立講座や運営基礎講座、設立・認定・指定 NPO法人等に関する相談対応について、連携し

て行います。 
                                                     
 

９．自主事業団体との連携および協力 ～強みと特徴を生かし、協力し合える関係を構築～ 

自主事業団体と運営事業団体との対話の場を設け、お互いの経験・事業・ノウハウを理解し合い、お互いが合意の
上で、企画や実施段階から協力・共感できる信頼関係を築きます。 
事業中盤、終了時に、事業の成果・課題を報告し合う機会を設けて、事業全体の質と認知度を向上させます。 
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実施すること 
１）実施事業をより多くの方に周知していただくため、当センターの情報媒体(発送物同封、ホームページ、メールマガ

ジン、情報紙アニマートへの掲載)から積極的に情報発信します。 
 
２）お互いの事業をよく理解し、具体的に協力し合える部分について連携を進め、団体それぞれが持つ経験やスキ

ル、ネットワークを活かせる場を作ります。 
 
３）運営事業団体と自主事業団体が連携して実施する事業を検討し、必要に応じて、事業に参加・協力し合いま

す。 
 
４）運営事業団体と自主事業団体間で、事業の進捗や情報を共有するため、意見交換会を定期的に行います。 
 
５）自主事業団体にも、各区の支援センターが情報共有を行うネットワーク会議への参加を呼びかけ、各区の
支援センターとの協力関係を構築する機会を提供します。 

 
６）運営事業団体と自主事業団体間で、中間支援組織としてのノウハウを共有し合います。  
 
 
 
 
 
                            
 
 
 

                

 



２０１５年１０月２６日（月）

報告：認定ＮＰＯ法人市民セクターよこはま

横浜市市民活動支援センター
2015年度運営事業中間報告



土台づくりの取り組みから、
2015年度は３つのテーマを設定しました。

今後の土台づくりに取り組んだ１年
個々の市民活動団体が「解決したい問題・課題は何か」、ま

たそれに向かって具体的に何に取り組んでいるかを調査し、

学び合いの場につなげる土台づくりに取り組みました。

＜重点的に取り組んだ主な事業＞
 「課題解決取り組み調査」の実施
 区の支援センターとの相互支援事業 など

２０１４年度まとめ



2015年度 ねらいと方向性
テーマ１
個々の市民活動団体が「解決したい問題・課題」に向き
合えるよう、ネットワークづくりや運営基盤強化につな
がる場を多様に設けるとともに、新たな社会課題やその
解決に取り組む団体の情報を発信します。

テーマ２
各区の支援センターとの相互支援事業の次のステップと
して、市民活動や地域活動支援の具体的な知識・支援ス
キルを学び合う取り組みに力を入れていきます。

テーマ３
団体設立準備中、設立から数年など、運営に慣れていな
い団体を力強くサポートします。



各事業のご紹介



施設管理事業１
市民活動
マネジメント
支援事業

２
ネットワーク
構築事業３

各区の市民活動
支援センター
支援事業

４
情報の
共有・発信事業５ 共同オフィス事業６

自主事業団体と
の連携および協
力

７

支援センター事業一覧



施設管理事業



施設利用状況（貸会議室・相談等）
■ 来場者数／上半期： 26,057人（昨年上半期数の約1割増 ）

■ ワークショップ広場利用数／上半期：月16.5コマ（目標17コマ）

ギャラリーコーナー利用数／上半期：9団体（年間目標12団体）

■ 利用者アンケート接遇評価（ｱﾝｹｰﾄ回収中、10月22時点）
：3.6／4点満点（昨年同点） = 90点/100点満点
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市民活動
マネジメント支援事業



運営に慣れていない団体を力強くサポー
ト！
運営に悩みや課題を抱える団体の運営基盤の強化に
向けて、体系的な学びの機会づくりに力を入れま
す。

各種講座の実施

アドバイザー等派遣事業 ほか

ねらいと方向性

主な計画内容



体系的な学びの場としての
講座ラインナップ

 よこはまNPO会計塾・労務塾
 PRONPO2015
 NPO運営基礎講座【新規開設】

 NPO法人設立講座
（市民活動支援課との共催）



簿記の基礎から法人会計までカバー

よこはまNPO会計塾

会計初学者向けに、
簿記３級レベルの
連続講座を新たに
開設しました！



簿記の基礎から法人会計までカバー

よこはまNPO会計塾

「基本のキ」受講者の半分が受講！
会計の基礎がわかっていたので
理解も進みました。

会計・経理担当者向け。
NPO法人特有の

会計処理を学びます。



次世代リーダーのネットワークづくりへ

PRONPO2015
NPO実務者向け連続講座(全6回)

4年目を迎える講座
メインターゲットに合わせて
チラシデザインを一新！

（参加者21名）



現在、第3回まで終了。後半は、プロの講師から学んだ知識を咀嚼し、
自分たちの活動へ落とし込みをしていきます。
講義後の茶話会や、OB・OG会（予定）を通じて、
参加者同士の交流・ネットワークづくりに取り組んでいます！



NPO法人設立の悩み・疑問はこれで解消！

NPO法人設立講座

市民活動支援課と共催
現場団体の立場から
NPO法に込められた

理念等、お伝えしています



年明け2月には
「よこはまNPO労務塾」
「NPO運営基礎講座」を予定

理念や計画づくり、
法人事務などを学び、
運営の基盤強化を目指す
基礎講座を新たに開設！



ネットワーク構築事業



2014年度
市内NPO法人向けアンケート調査の実施
●市内のNPO法人（市認証1299団体・県認証124団体
合計1423団体）を対象に「課題解決取り組み調査」を
実施。⇒310通の返信。

●アンケート結果をもとに現場ヒアリング

よこはま市民パブリック★スクール

18

テーマ：
「介護保険改定に伴う地域支え合いのしくみ再構築」



19

■アンケート調査から
・「生活支援が受けられなくなるのではないか。」

と不安を感じている方が多くみられる。

・ 今後、NPOのたすけあい事業が大きな役割を

担っていくと考えているが、担い手の確保が大きな

課題。社会保障制度で安心して暮らしていける社会

作りと、ボランティアの

組織、地域のたすけあい

の仕組みの早期構築が

必要だと思う。



20

パブリック★スクール
「介護保険改定に伴う地域支え合いの
しくみ再構築」

4月～８月 追加ヒアリング・関係部署との調整

9月3日（木）プレ情報共有会

＜参加者＞
介護保険とたすけあい活動の両方を実施している
NPO法人のほか、
地域でたすけあいの活動を実施している団体、計7団体
＋健康福祉局高齢在宅支援課
＋横浜市社会福祉協議会地域福祉課

実際の現場から
の現状共有
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次回は・・・
11月2日（月）勉強会
＜参加者＞
前回参加者
＋アンケートに
お答えいただいた団体

全国の事例共有
と意見交換会

・中島智人准教授（産業能率大学）
からの全国の事例紹介

・各区の社会福祉協議会による
地域支援について

・協議体のイメージについての
グループ討議

当日のプログラム⇒



22

今後は…

２～3か月に1回の勉強会

そして、来年の4月または5月に

関心のある方、誰でも参加できる

フォーラムを実施予定。



23

企業×ＮＰＯ×大学
パートナーシップミーティング in 横浜
6月11日（木）＠みなとみらい Innovation & Future Center

【神奈川県との協働事業】

×

＜参加者＞
NPO：39名
企業：38名
大学：5名
行政：7名
合計：89名



各区の支援センター
支援事業
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2015年度方針：

各区のセンターによる地域支援力・
中間支援力の向上を目指す

●新任者研修&フォローアップ研修
●中間支援力アップ研修
●ネットワーク会議
①各区の地域振興課職員向け（１回）
②各区の支援センター職員
＋地域振興課職員向け（4回）



26

5月18日支援センター職員新任者研修

教育委員会と共催！
2月にはフォローアップ
研修も計画中。

もやもやワーク、
やりました。
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10月2日（金）中間支援力アップ研修

地区センター
コミュニティ
ハウス
公会堂
の方々も参加！



前半は18区全体での情報共有とミニ研修、
後半は分科会。

＜分科会＞テーマ
分科会①：
「直営で行うセンター運営」
分科会②：
「民営で行うセンター運営」

6月8日（火）
地域振興課向けネットワーク会議の開催

28



前半は18区全体での情報共有とミニ研修、
後半は分科会。

＜分科会＞テーマ

分科会Ａ：「団体支援 ～ニーズに合った団体支援を考える～」
分科会Ｂ：「施設間連携 ～つながるからこそできること～」
分科会Ｃ：「地域支援 ～地域の課題解決に向けて～」

7月17日・10月16日
各区の支援センター職員＋地域振興課職員向け
ネットワーク会議の開催

※各分科会の参加者は10名～15名

29



30

全体会 【ミニ研修】
・NPOって何？ ・NPO法人制度について
・中間支援とは ・横浜市の生涯学習 など

【情報共有】
・支援制度ガイドブック ・事業紹介 等



31

分科会

【第１回】
「まちの先生・登録団体」を切り口に
それぞれのテーマを考える。

【第２回】
「PR」を切り口にそれぞれのテーマを考える。

【第３回】 （12月開催予定）

それぞれのテーマに沿った
現場見学会

【第４回】（2月開催予定）
まとめ・全体共有



情報の提供・発信事業



33

 情報紙アニマート
• 新たな社会課題や地域課題の解
決に向けて活動するユニークな取り
組みを紹介

• 各号で主担当を変えるなど、各号
に個性を持たせる

• 事前準備と発行後の活用に手間
をかけることで、情報の広がりとネッ
トワークの充実を図る。

「課題解決につながる活動の見える化」



34

animato15号のテーマ

おじさんの地域デビュー



35

おじさんに地域デビューしてもらう
キッカケづくりや、活動を継続させる
コツについて、地域で生き生き活動
されているおじさんに伺いました。



36

（２）まとめページを追加

（１）12ページに増加

（３）文字間隔・後記



37



38

5000部増刷！！

旭区役所地域振興課、戸塚区役所、瀬谷区役所、男女
共同参画フォーラム戸塚、ボランティア部会、黒部市社
協、青葉区区政推進課、旭区今宿地域ケアプラザ、西区
市民活動支援センター、神奈川区役所高齢障がい支援
課、栄区桂山クラブ、大倉山ミエル、ハートフルポートほか



39

メールマガジンリニューアル！

アニマート ピコ

※animato（アニマート）とは、演奏記号に使われる言葉で、「生き生きとし
た」「活気のある」「魂のある」などの意味をもちます。pico（ピコ）は、
イタリア語で「小さい」という意味のpiccolo（ピッコロ）に由来します。

（１）月に1回、助成金情報・ボランティア情報・イベント情報を掲載

（２）当センターでピックアップした情報を掲載

（３）各区の支援センターへメーリングリストで共有
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メールマガジンリニューアル！

スマートフォン対応



41

ノウハウペーパー

利用団体が活用できそうな情報を、センター内で配架。
各区センターとも共有。

館内掲示物



共同オフィス事業



43

・オープンミーテ
（5月、8月）

・入居団体ニーズ調査

昨年3月の
『卒業団体応援
＆新入居団体歓迎会』



44

入居団体の紹介パンフレット作成



自主事業団体との連携

および協力



46

① ⑧ ⑨② ③

自主事業団体との連携および協力
⑤④ ⑥ ⑨⑦

主な実施内容
 意見交換会を実施
 情報紙「アニマート」に自主事業の内容について掲載



47

① ⑧ ⑨② ③

自主事業団体との連携および協力
⑤④ ⑥ ⑨⑦

主な実施内容
 実際の活動現場を知るため、自主事業の活動現場へ



48
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